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(57)【要約】
【課題】レンズの片面に比較的厚い膜（２０μｍ以上の
膜）を設ける場合において、膜形成後のレンズ製造工程
中の加熱によって生じる基板の変形を緩和することを目
的とする。
【解決手段】プラスチックレンズ用の基板１の一方の面
１Ａに、少なくともフォトクロミック膜２と、ハードコ
ート層５とが形成され、基板１の他方の面１Ｂに、フォ
トクロミック膜２の、レンズ製造工程中の熱変形により
生じる応力を緩和する応力緩和層３が少なくとも形成さ
れて成る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラスチックレンズ用の基板の一方の面に、少なくともフォトクロミック膜と、ハード
コート層とが形成され、
　前記基板の他方の面に、前記フォトクロミック膜を形成した後のレンズ製造工程におけ
る前記フォトクロミック膜の熱変形により生じる前記基板への応力を緩和する応力緩和層
が少なくとも形成されて成る
　プラスチックレンズ。
【請求項２】
　前記基板の屈折力と、前記フォトクロミック膜及び前記応力緩和層を形成した状態での
加熱処理後の屈折力との差が、前記基板の屈折率を１．５３と仮定した場合において０．
０２５Ｄ（ディオプトリー）未満である請求項１に記載のプラスチックレンズ。
【請求項３】
　前記フォトクロミック膜の厚さに対する前記応力緩和層の厚さが４０％以上１２０％以
下である請求項１又は２に記載のプラスチックレンズ。
【請求項４】
　前記応力緩和層として、フォトクロミック膜を構成するポリマー成分と同種のポリマー
成分を用いる請求項１～３のいずれかに記載のプラスチックレンズ。
【請求項５】
　プラスチックレンズ用の基板の一方の面に、フォトクロミック膜を形成する工程と、
　前記基板の他方の面に、前記フォトクロミック膜を形成した後のレンズ製造工程におけ
る前記フォトクロミック膜の熱変形により生じる前記基板への応力を緩和する応力緩和層
を形成する工程と、
　前記フォトクロミック膜の上に、他の層を形成するための加熱又は熱の発生を伴う処理
工程と、を含み、
　前記応力緩和層を形成する工程を、前記他の層を形成するための加熱又は熱の発生を伴
う処理工程の前に行う
　プラスチックレンズの製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば眼鏡用のプラスチックレンズ、特にフォトクロミック膜等の比較的厚
い膜を片面に設けるプラスチックレンズ及びプラスチックレンズの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機フォトクロミック染料を応用したプラスチック製フォトクロミックレンズ（
調光レンズともいう）が眼鏡用として市販されている。このフォトクロミックレンズは、
明るい屋外で発色して高濃度のカラーレンズと同様な防眩効果を有し、室内に移ると高い
透過率を回復する機能をもつ。フォトクロミックレンズには、所定の光が入射するとすば
やく応答して高濃度で発色し、かつ上記光がない環境下に置かれると速やかに退色するこ
とが求められる。
【０００３】
　このフォトクロミックレンズとしては、レンズ基板上にフォトクロミック色素が溶け込
んでいる素材から成る膜、即ちフォトクロミック膜を設ける構成のレンズが広く用いられ
ている。フォトクロミック膜については、優れた光応答性（反応速度及び発色濃度）、発
色時の色調、及び、レンズ基板やハードコート層との密着性に優れたフォトクロミックレ
ンズを得るための材料構成やその製造方法が種々検討されている。
【０００４】
　例えば、下記特許文献１には、レンズの凸面側にフォトクロミック膜を形成する技術と
して、紫外線硬化型のフォトクロミック膜を形成する方法が記載されている。特許文献１
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においては、フォトクロミック膜の最適な膜厚は２０μｍから５０μｍと記載されており
、またこのように２０μｍ以上程度の厚みを有さないと、発色時の濃度、耐久性などが好
適に保たれないと記載されている。
　また、下記の特許文献２には、レンズの凸面に３０μｍの厚みのフォトクロミック膜を
形成する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－７７３２７号公報
【特許文献２】特開２００７－７７３９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、フォトクロミック膜は、その材料がアクリル系マトリックスの場合は紫外線
硬化処理が施され、またウレタン系マトリックスの場合は熱硬化処理が施されて、膜とし
て完成する。しかし、フォトクロミック膜の耐久性を高めるに、さらにこの上に保護膜や
ハードコート層が形成されるので、フォトクロミック膜自体の熱硬化処理工程後にも、他
の加熱工程が追加されることになる。
【０００７】
　つまり、保護膜やハードコート層を形成する工程でも通常は加熱や紫外線照射等が施さ
れ、それに伴いレンズ基板やフォトクロミック膜も加熱されるので、後工程における加熱
処理が避けられないこととなる。このため、その熱履歴によりフォトクロミック膜がある
程度収縮して変形、基板に働く応力が強くなってしまう場合がある。応力が強くなると、
特にレンズの厚みが薄い高屈折率材料基板や、レンズ基板自身に耐衝撃性を有するような
比較的剛性の低いレンズの場合、応力による変形が大きくなる恐れがある。また、レンズ
外周から中央に向けてレンズの厚みが薄くなるいわゆるマイナスレンズ（凹レンズ）の場
合も、変形量が著しくなってしまう恐れがある。
【０００８】
　以上の問題に鑑みて、本発明は、レンズの片面にフォトクロミック膜等のように２０μ
ｍ程度以上の比較的厚い膜を設ける場合において、膜形成後のレンズ製造工程における熱
履歴によって生じる基板の変形を抑制することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するため、本発明によるプラスチックレンズは、プラスチックレンズ用
の基板の一方の面に、少なくともフォトクロミック膜と、ハードコート層とが形成され、
この基板の他方の面に、フォトクロミック膜形成後のレンズ製造工程におけるフォトクロ
ミック膜の熱変形により生じる基板への応力を緩和する応力緩和層が少なくとも形成され
て成る構成とする。
【００１０】
　また、本発明によるプラスチックレンズの製造方法は、プラスチックレンズ用の基板の
一方の面に、フォトクロミック膜を形成する工程と、この基板の他方の面に、フォトクロ
ミック膜形成後のレンズ製造工程におけるフォトクロミック膜の熱変形により生じる基板
への応力を緩和する応力緩和層を形成する工程と、フォトクロミック膜の上に、他の層を
形成するための加熱又は熱の発生を伴う処理工程と、を含む。そして、応力緩和層を形成
する工程を、この他の層を形成するための加熱又は熱の発生を伴う処理工程の前に行うこ
とを特徴とする。
【００１１】
　上述したように、本発明のプラスチックレンズにおいては、プラスチックレンズの片面
にフォトクロミック膜を設けると共に、他方の面に応力緩和層を設け、フォトクロミック
膜がレンズ製造工程中に熱変形することで生じる基板への応力を、この応力緩和層を設け
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ることで緩和する。このように、フォトクロミック膜形成後の、ハードコート層等の他の
材料層の製造工程におけるフォトクロミック膜から基板に作用する応力を緩和することで
、基板の変形やフォトクロミック膜自体の熱変形を抑制することができる。このため、ハ
ードコート層や他の材料層の表面に基板の変形によりクラック等が生じることを抑制ない
しは回避することも可能となる。
【００１２】
　また、本発明のプラスチックレンズの製造方法においては、上述した応力緩和層を形成
する工程を、フォトクロミック膜が熱変形を生じるような、他の層を形成するための加熱
又は熱の発生を伴う処理工程の前に行うものであり、例えばフォトクロミック膜の上に形
成するプライマー層やハードコート層を熱硬化や光硬化により形成する場合、その工程の
前に行うものである。この製造方法によれば、応力緩和層を予め形成しておくので、後工
程におけるフォトクロミック膜の熱変形、これによる基板やハードコート層等に作用する
応力を確実に抑制することが可能である。
【００１３】
　また、本発明において、基板の屈折力と、フォトクロミック膜及び応力緩和層を形成し
た状態での加熱処理後の屈折力との差が、０．０２５Ｄ（ディオプトリー）未満となるよ
うにすることが好ましい。具体的には、フォトクロミック膜及び応力緩和層形成後のレン
ズ製造工程中の熱履歴を予め設定し、この熱履歴に対して、基板の屈折力が上記の範囲と
なるように、フォトクロミック膜材料に合わせて応力緩和層の材料や厚さを選定すること
が好ましい。このように応力緩和層を構成することで、基板の変形量を確実に抑え、基板
変形による度数不良の発生を回避することができる。
【００１４】
　また本発明のプラスチックレンズは、応力緩和層の膜厚がフォトクロミック膜の厚さの
４０％以上１２０％以下であることが好ましい。応力緩和層の厚みがフォトクロミック膜
の厚さ対して上記範囲である場合に、フォトクロミック膜形成後の加熱工程における基板
の変形が抑制される。応力緩和層の厚みが上記範囲より薄い場合には、フォトクロミック
層による変形効果が少ない。また、応力緩和層の厚みが上記範囲よりも厚い場合には、応
力緩和層自身の応力が過多になる場合がある。
【００１５】
　さらに、フォトクロミック層のポリマー成分と応力緩和層のポリマー成分が同一種であ
ることが好ましい。ここで、同一種とは、ポリマーを構成するモノマー骨格が類似するも
のであり、モノマーの側鎖やモノマーを構成する元素（具体的には炭素）の個数など、詳
細に一致する必要はない。たとえば、フォトクロミック層のポリマー成分が何らかの官能
基を修飾したアクリルモノマーを使用している場合、応力緩和層のポリマー成分が修飾官
能基を有さないアクリルモノマーからなるアクリル層である場合も、本構成に含まれる。
　主体となるポリマー成分を一致させることにより、フォトクロミック層と応力緩和層の
熱的作用や膨張等が実質的に等しくなり、フォトクロミックレンズの時間経過による変形
が抑制される。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明のプラスチックレンズ及びその製造方法によれば、フォトクロミック膜形成後の
加熱工程におけるフォトクロミック膜の熱変形を抑制して基板の変形を抑制することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施の形態に係るプラスチックレンズの概略断面構成図である。
【図２】比較例によるプラスチックレンズの加熱工程前後の基板変形量を示す図である。
【図３】参考例によるプラスチックレンズの加熱工程前後の基板変形量を示す図である。
【図４】本発明の実施の形態に係るプラスチックレンズの製造方法の工程を示すフローチ
ャートである。
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【図５】本発明の実施例及び比較例における製造工程ごとの変形量を示す図である。
【図６】本発明の実施例及び比較例におけるフォトクロミック膜の厚さに対する変形量を
示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下本発明の実施の形態に係るプラスチックレンズ及びその製造方法について説明する
が、本発明は以下の実施の形態に限定されるものではない。なお、下記の各実施の形態に
おいては眼鏡用のフォトクロミックレンズ及びその製造方法に適用した例について説明す
るが、眼鏡用以外の目的でフォトクロミック機能を付与する各種の光学レンズを製造する
際にも適用可能である。説明は以下の順序で行う。
【００１９】
１．プラスチックレンズの実施の形態
（１）レンズ構成
（２）基板
（３）フォトクロミック膜
（４）応力緩和層
（５）ハードコート層
（６）反射防止膜
２．プラスチックレンズの製造方法の実施の形態
３．実施例及び比較例
【００２０】
１．プラスチックレンズの実施の形態
（１）レンズ構成
　先ず、本発明の実施の形態に係るプラスチックレンズの構成について説明する。本実施
の形態に係るプラスチックレンズは、図１にその概略断面図を示すように、例えば凸面よ
り成る第１の面１Ａと凹面より成る第２の面１Ｂとをそれぞれ表裏の光学面として構成さ
れる基板１上に、フォトクロミック膜２等の各層が形成されて構成される。図１に示す例
では、第１の面１Ａ上にフォトクロミック膜２が形成され、第２の面１Ｂ上に、応力緩和
層３が形成される。フォトクロミック膜２及び応力緩和層３と基板１との間には、図示し
ないが必要に応じて密着性を高める下地層が形成されていてもよい。第１の面１Ａ上のフ
ォトクロミック膜２の上には、密着性を高めるプライマー層４が必要に応じて形成され、
その上にハードコート層５と反射防止膜６が形成される。また、応力緩和層３の上にも同
様に、必要に応じてプライマー層７が形成され、更にその上にハードコート層８が形成さ
れる。なお、図示しないが例えば第１の面１Ａ上の反射防止膜６の上等に、撥水性や防汚
性等の他の機能を有する機能層を設けてもよい。
【００２１】
　応力緩和層３は、フォトクロミック膜２の形成後に、この上に各層を形成する際の加熱
に際して、基板１の変形をある程度抑える機能を有する材料構成とする。前述したように
、フォトクロミック膜２が２０μｍ程度以上と比較的厚い場合、フォトクロミック膜２形
成後のハードコート層等の形成工程における熱硬化等の加熱の際に、フォトクロミック膜
２内においてもある程度重合が進むなどの理由により、フォトクロミック膜２が収縮する
。熱硬化の際の温度上昇は一般的に７０℃～１２０℃程度であるが、紫外線等の光硬化型
樹脂を用いる場合の光照射時にも７０℃程度の温度上昇がある。したがって、熱硬化性及
び光硬化性材料の層を形成する場合にはともに、フォトクロミック膜２の収縮がある程度
生じることとなる。このようにフォトクロミック膜２が収縮した状態でハードコート層５
等が硬化すると各層の形状が保持されてしまい、最終的に基板１が変形してしまう。この
ような変形が生じると、例えば基板１の材料が高屈折率で厚さが比較的薄く、また曲率の
小さい（曲率半径の大きい）メニスカスレンズの場合、加熱工程前と比べて曲率がより小
さく(曲率半径がより大きく)、フラットに近い形状となってしまう場合があり、逆向きの
曲率となってしまうこともある。
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【００２２】
　比較例として、このような応力緩和層３を設けない従来構成のフォトクロミックレンズ
において、加熱工程前後の基板の変形量の一例を測定した結果を図２に示す。この例にお
いては、基板としてポリチオール系の屈折率１．６７の材料を用い、片面に凸面の光学面
を形成した状態でフォトクロミック膜を形成し、その後他方の面を光学研磨して凹面とし
、両面で球面度数－１．２５の度数が得られる構成とした。その後、フォトクロミック膜
上にハードコート層を形成する工程の前後に基板の各位置における凸面の高さを測定して
、基板の変形量として求めたものである。図２において、実線ａはハードコート層（ＨＣ
）形成前、実線ｂはハードコート層（ＨＣ）形成後の基板の形状を示す。図２から明らか
なように、ハードコート層形成時の加熱処理によりフォトクロミック膜が収縮し、基板の
凸面が凹面状に変形していることがわかる。
【００２３】
　一方、参考例として、同じ基板を用いてフォトクロミック膜を省略してハードコート層
を形成した場合の基板の変形量を同様に求めた。この結果を図３に示す。図３において実
線ｃはハードコート層形成前、実線ｄはハードコート層形成後の基板形状を示す。図３か
ら明らかなように、フォトクロミック膜を設けない場合は、ハードコート層形成時の加熱
工程によっても基板の変形が殆ど生じないことがわかる。また図３及び図４の結果を比較
すると、フォトクロミック膜を設ける場合に、基板材料の屈折率が比較的高く、また球面
度数が比較的小さい場合、フォトクロミック膜の変形が顕著となることがわかる。図２に
示すように基板が変形して凸面側が凹面状となってしまうと、場合によっては、眼鏡レン
ズとしてフレームに装着する場合に、レンズの表裏を取り違えるなどの事態も発生し得る
。
【００２４】
　これに対し、本実施の形態のプラスチックレンズにおいては、上述したように基板１の
第２の面１Ｂ側に応力緩和層３が設けられる。このためこの応力緩和層３において、ハー
ドコート層５等の形成時における加熱工程時に、フォトクロミック膜２と同程度に収縮す
ることで、フォトクロミック膜２の収縮により基板１にかかる応力を緩和し、確実に基板
１の変形を抑制することができる。したがって、度数等の光学特性のばらつき、変動を抑
えてプラスチックレンズを製造することが可能となる。また、基板１の変形を抑制するこ
とによってフォトクロミック膜２上に形成するハードコート層５等の各層の割れや剥れも
抑制し、生産性よくフォトクロミック機能を有するプラスチックレンズを製造することが
可能となる。
【００２５】
　なお、このような応力緩和層３を設ける場合に、他の層を省略して層数の増加を抑える
ことも可能である。例えば、応力緩和層３の上のプライマー層７はこの上のハードコート
層８との密着性及び耐衝撃性を得るために形成されるが、応力緩和層３として例えばアク
リル系樹脂やウレタン系樹脂を用いることで目的とする耐衝撃性が得られ、且つ、応力緩
和層３とハードコート層８との密着性が十分得られる場合はこのプライマー層７を省略し
、すなわち第２の面１Ｂ側のプライマー層７を応力緩和層３で代替することが可能である
。
【００２６】
　また、応力緩和層３の膜厚はフォトクロミック膜２の膜厚と同程度のオーダーの厚さ、
例えば１０μｍ以上程度とすることが好ましい。このように膜厚を比較的厚くする場合は
、一般的なアクリル系樹脂やウレタン系樹脂を用いることができると共に、ハードコート
層等の材料の選択条件を緩和することができるという利点も有する。これについて説明す
ると、基板１として例えば屈折率１．６５程度以上の比較的高屈折率の材料を用いる場合
は、この上に形成するハードコート層５等の屈折率が低いと干渉縞が発生し、外観が悪く
なってしまう。この干渉縞の発生を抑えるためには、ハードコート層５等の材料を高屈折
率とする必要がある。一方、フォトクロミック膜２を設ける場合は、このフォトクロミッ
ク膜２を前述したように２０μｍ程度と可視光の波長と比べて格段に厚く形成するので、
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このような干渉縞が発生せず、ハードコート層５等の材料を基板１と同程度の高屈折率と
する必要はなくなる。しかしながら、例えばディップ法等によってハードコート層５及び
８の材料をコーティングする場合は、第２の面１Ｂ側にも同じ材料のハードコート層８が
形成されるので、第２の面１Ｂ側での干渉縞を抑えるために、やはり高屈折率材料を用い
る必要がある。
【００２７】
　これに対し、本実施の形態において、応力緩和層３の厚さをフォトクロミック膜２と同
程度、または１０μｍ以上程度に厚くする場合は、基板１の屈折率が高い場合でも干渉縞
を抑える必要がなくなる。したがって、ハードコート層５及び８をディップ法により形成
する場合においても、その材料として比較的低い屈折率の材料も用いることが可能となる
。このため、高屈折率を得るためにハードコート層のコーティング液に添加する酸化チタ
ン微粒子等の材料が不要となるなど材料選択の自由度が得られ、コストの低減化を図るこ
とが可能となる。
【００２８】
　次に、このプラスチックレンズ１０の各部の材料及び形成方法について説明する。
（２）基板材料
　本実施の形態に係るプラスチックレンズに適用可能な基板の材料としては、例えばメチ
ルメタクリレートと一種以上の他のモノマーとの共重合体、ジエチレングリコールビスア
リルカーボネートと一種以上の他のモノマーとの共重合体、ポリウレタンとポリウレアの
共重合体、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、不飽和ポリエステル、ポ
リエチレンテレフタレート、ポリウレタン、ポリチオウレタン、エン－チオール反応を利
用したスルフィド樹脂、硫黄を含むビニル重合体等が挙げられる。これら材料に、必要に
応じて各種添加剤が含まれていてもよい。その中でも、比較的屈折率が高く、１．６５程
度以上の屈折率をもつ基板材料は、同じ度数を得るための曲率を小さく、すなわち薄型と
なるので基板の変形が問題となりやすい。したがって、本発明を適用することが特に好ま
しい。
【００２９】
　なお、一般的に眼鏡用のプラスチックレンズとしては予め表裏の光学面が完成されてか
ら各種コーティング膜を形成するフィニッシュドレンズや、一方の面、例えば凸面側のみ
に光学面が形成されており、他方の面、例えば凹面側には受注後に光学面を形成してから
コーティングを施すいわゆるセミフィニッシュドレンズがあるが、本発明はいずれにも適
用可能である。フィニッシュドレンズ、セミフィニッシュドレンズ共に、後述する製造方
法の実施の形態において説明するように、所定の工程順序で応力緩和層を形成することで
、基板の変形を抑える効果を得ることができる。なお、光学面の形成方法は機械的加工、
成形加工等特に限定されず、いずれの加工法による場合も利用可能である。
【００３０】
（３）フォトクロミック膜
　フォトクロミック膜は、フォトクロミック色素を有するコーティング液を基板の一方の
面、例えば凸面側に塗布及び硬化することにより成膜される。
　コーティング液は、硬化性成分、フォトクロミック色素、重合開始剤、及び、任意に添
加される添加剤から構成することができる。コーティング液の調製方法は特に限定されず
、また、各成分の添加順序は特に限定されず全ての成分を同時に添加してもよいし、モノ
マー成分のみを予め混合し、重合させる直前にフォトクロミック色素や他の添加剤を添加
・混合してもよい。
【００３１】
　またこのコーティング液は、２５℃での粘度が２０～５００ｃｐであることが好ましく
、５０～３００ｃｐであることがより好ましく、６０～２００ｃｐであることが特に好ま
しい。この粘度範囲とすることにより、コーティング液の塗布が容易となり、所望の厚さ
のフォトクロミック膜を容易に得ることができる。
　以下、コーティング液の各成分について詳述する。
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【００３２】
（３－１）硬化性成分
　フォトクロミック膜形成のために使用可能な硬化性成分は、特に限定されず、（メタ）
アクリロイル基、（メタ）アクリロイルオキシ基、ビニル基、アリール基、スチリル基等
のラジカル重合性基を有する公知の光重合性モノマーやオリゴマー、それらのプレポリマ
ーを用いることができる。これらのなかでも、入手のし易さ、硬化性の良さから（メタ）
アクリロイル基又は（メタ）アクリロイルオキシ基をラジカル重合性基として有する化合
物が好ましい。なお、「（メタ）アクリロイル」とは、アクリロイルとメタクリロイルの
両方を示す。
　具体的な硬化性成分としては、特開２００８－３３２２３号公報、特開２００７－７７
３２７号公報等に記載されている成分を使用することができる。
【００３３】
（３－２）フォトクロミック色素化合物
　フォトクロミック色素化合物としては、公知のものを使用することができ、例えば、フ
ルギミド化合物、スピロオキサジン化合物、クロメン化合物等のフォトクロミック色素化
合物が挙げられ、本発明においては、これらのフォトクロミック色素化合物を特に制限な
く使用することができる。
　フルギミド化合物、スピロオキサジン化合物及びクロメン化合物としては、例えば、特
開平２－２８１５４号公報、特開昭６２－２８８８３０号公報、ＷＯ９４／２２８５０号
明細書、ＷＯ９６／１４５９６号明細書などに記載されている化合物が好適に使用できる
。
　優れたフォトクロミック性を有する化合物として、例えば、特開２００１－１１４７７
５号公報、特開２００１－０３１６７０号公報、特開２００１－０１１０６７号公報、特
開２００１－０１１０６６号公報、特開２０００－３４７３４６号公報、特開２０００－
３４４７６２号公報、特開２０００－３４４７６１号公報、特開２０００－３２７６７６
号公報、特開２０００－３２７６７５号公報、特開２０００－２５６３４７号公報、特開
２０００－２２９９７６号公報、特開２０００－２２９９７５号公報、特開２０００－２
２９９７４号公報、特開２０００－２２９９７３号公報、特開２０００－２２９９７２号
公報、特開２０００－２１９６８７号公報、特開２０００－２１９６８６号公報、特開２
０００－２１９６８５号公報、特開平１１－３２２７３９号公報、特開平１１－２８６４
８４号公報、特開平１１－２７９１７１号公報、特開平１０－２９８１７６号公報、特開
平０９－２１８３０１号公報、特開平０９－１２４６４５号公報、特開平０８－２９５６
９０号公報、特開平０８－１７６１３９号公報、特開平０８－１５７４６７号公報等に開
示された化合物も好適に使用することができる。
【００３４】
　これらフォトクロミック色素化合物の中でも、クロメン系フォトクロミック色素化合物
は、フォトクロミック特性の耐久性が他のフォトクロミック色素化合物に比べ高く、さら
にフォトクロミック特性の発色濃度及び退色速度の向上が他のフォトクロミック色素化合
物に比べて特に大きいため特に好適に使用することができる。さらに、これらクロメン系
フォトクロミック色素化合物中でもその分子量が５４０以上の化合物は、本発明によるフ
ォトクロミック特性の発色濃度及び退色速度の向上が他のクロメン系フォトクロミック色
素化合物に比べて特に大きいため好適に使用することができる。
【００３５】
（３－３）光重合開始剤
　光重合開始剤としては、特に限定されないが、例えば、ベンゾイン、ベンゾインメチル
エーテル、ベンゾインブチルエーテル、ベンゾフェノール、アセトフェノン、４,４'－ジ
クロロベンゾフェノン、ジエトキシアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－
フェニルプロパン－１－オン、ベンジルメチルケタール、１－(４－イソプロピルフェニ
ル)－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシル
フェニルケトン、２－イソプロピルチオオキサントン、ビス(２,６－ジメトキシベンゾイ
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ル－２,４,４－トリメチル－ペンチルフォスフィンオキサイド、ビス(２,４,６－トリメ
チルベンゾイル)－フェニルフォシフィンオキサイド、２,４,６－トリメチルベンゾイル
ジフェニル－フォスフィンオキサイド、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－(４－
モルホリノフェニル)－ブタノン－１等が挙げられ、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェ
ニルケトン、２－イソプロピルチオオキサントン、ビス(２,６－ジメトキシベンゾイル－
２,４,４－トリメチル－ペンチルフォスフィンオキサイド、ビス(２,４,６－トリメチル
ベンゾイル)－フェニルフォシフィンオキサイド、２,４,６－トリメチルベンゾイルジフ
ェニル－フォスフィンオキサイドが好ましい。
　これら光重合開始剤は、複数の種類のものを適宜混合して使用することができ、光重合
開始剤の硬化性組成物全量に対する配合量としては、ラジカル重合性単量体１００重量部
に対して、通常０.００１～５重量部であり、０.１～１重量部であると好ましい。
【００３６】
　なお、光重合以外の方法で硬化させる場合には、例えば、熱重合開始剤として、ベンゾ
イルパーオキサイド、ｐ－クロロベンゾイルパーオキサイド、デカノイルパーオキサイド
、ラウロイルパーオキサイド、アセチルパーオキサイド等のジアシルパーオキサイド；ｔ
－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシジカーボネート
、クミルパーオキシネオデカネート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート等のパーオキシ
エステル；ジイソプロピルパーオキシジカーボネート、ジ－２－エチルヘキシルパーオキ
シジカーボネート、ジ－sec－ブチルオキシカーボネート等のパーカーボネート類；２,２
'－アゾピスイソプチロニトリル、２,２'－アゾピス(４－ジメチルバレロニトリル)、２,
２'－アゾビス(２－メチルブチロニトリル)、１,１'－アゾビス(シクロヘキサン－１－カ
ーボニトリル)等のアゾ化合物等が挙げられる。
【００３７】
　これら熱重合開始剤の使用量は、重合条件や開始剤の種類、重合性単量体の種類や組成
によって異なるが、通常、全重合性単量体１００重量部に対して０．０１～１０重量部の
範囲で用いるのが好適である。上記熱重合開始剤は単独で用いてもよいし、複数を混合し
て用いてもよい。
【００３８】
（３－４）添加剤
　コーティング液には、フォトクロミック色素の耐久性の向上、発色速度の向上、退色速
度の向上や成形性の向上のために、さらに界面活性剤、酸化防止剤、ラジカル補足剤、紫
外線安定剤、紫外線吸収剤、離型剤、着色防止剤、帯電防止剤、蛍光染料、染料、顔料、
香料、可塑剤等の添加剤を添加してもよい。これら添加剤としては、公知の化合物が何ら
制限なく使用される。
【００３９】
　また界面活性剤としては、ノニオン系、アニオン系、カチオン系の何れも使用できる。
コーティング液への溶解性を考慮するとノニオン系界面活性剤を用いるのが好ましい。
【００４０】
　酸化防止剤、ラジカル補足剤、紫外線安定剤、紫外線吸収剤としては、ヒンダードアミ
ン光安定剤、ヒンダードフェノール酸化防止剤、フェノール系ラジカル補足剤、イオウ系
酸化防止剤、ベンゾトリアゾール系化合物、ベンゾフェノン系化合物等を好適に使用でき
る。これら酸化防止剤、ラジカル補足剤、紫外線安定剤、紫外線吸収剤は、２種以上を混
合して使用してもよい。さらにこれらの非重合性化合物の使用に当たっては、界面活性剤
と酸化防止剤、ラジカル補足剤、紫外線安定剤、紫外線吸収剤を併用して使用してもよい
。
【００４１】
　安定剤の中でも、硬化させる際のフォトクロミック色素の劣化防止、または得られたフ
ォトクロミック膜の耐久性向上の観点から好ましい安定剤としては、ヒンダードアミン光
安定剤が挙げられる。ヒンダードアミン光安定剤としては、公知の化合物を何ら制限なく
用いることができる。
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【００４２】
　また、コーティング液においては、成膜時の均一性を向上させるために、界面活性剤、
レベリング剤等を含有させることが好ましく、特にレベリング性を有するシリコーン系・
フッ素系レベリング剤を添加することが好ましい。
【００４３】
　さらに、コーティング液に、密着性を向上させるためにカップリング剤等の密着剤、ま
たはカップリング剤の重合触媒を添加してもよい。
【００４４】
（３－５）硬化条件
　コーティング液を基板の表面に塗布する方法としては、例えば、スピンコート法、ディ
ップ法、スプレー法等が通常行われる方法として適用することができる。組成物の粘性、
面精度の面からスピンコート法が好ましい。スピンコート法による場合は特に、膜厚をよ
り精度良く制御できる点や、セミフィニッシュドレンズに適用する場合は基板の片面のみ
に塗膜されるため他方の面を光学研磨してもコーティング液に無駄が生じないという利点
を有する。
【００４５】
　また、基板の一方の面にコーティング液を塗布する前に、後述する密着性向上の下地層
を形成すると好ましい。また、被塗膜面を酸、アルカリ、オゾン等の酸化還元処理及び各
種有機溶媒による化学的処理、プラズマ、紫外線等の物理的処理、各種洗剤を用いる洗剤
処理を行うことによって基板１とフォトクロミック膜２用のコーティング液との密着性等
を向上させることができる。
【００４６】
　コーティング液の硬化条件は特に限定されず、用いるラジカル重合性単量体の種類に応
じた公知の重合方法を採用することができる。重合開始手段としては、熱、もしくは紫外
線、α線、β線、γ線等の照射あるいは両者の併用によって行うことができ、好ましくは
紫外線を照射し、硬化させた後、さらに加熱硬化させることが好ましい。
　紫外線による硬化に用いる光源としては公知の光源を何ら制限無く用いることができ、
具体例としては、超高圧水銀灯、高圧水銀灯、低圧水銀灯、キセノンランプ、カーボンア
ーク、殺菌灯、無電極ランプ等が挙げられる。
　また、光照射時間は紫外線重合開始剤の種類、吸収波長、感度、さらには所望のフォト
クロミック膜２の膜厚等によって適宜決めることができる。
【００４７】
　フォトクロミック膜２の膜厚は、発色時の濃度、耐久性及び耐熱性、及び膜の均一性を
考慮すると、１０μｍ～１００μｍであると好ましく、２０μｍ～５０μｍであるとさら
に好ましい。特に２０μｍ以上とする場合は、フォトクロミック形成後の加熱工程におけ
る基板の変形が顕著となるので、本発明を適用することがより好ましい。
【００４８】
（３－６）フォトクロミック膜用下地層
　フォトクロミック膜２と基板１の間には、図１においては図示しないが、下地層を設け
ると好ましい。この下地層は、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、メ
ラミン樹脂、又は、ポリウレタンアクリレート樹脂を使用することができる。下地層の形
成方法は特に限定されないが、下地層を形成可能なコーティング液を調製して第１の面１
Ａに塗布した後に硬化処理を施すことによって得ることができる。塗布方法は特に限定さ
れないが、ディップ法又はスピン法での塗布が好ましい。フォトクロミック膜が一方の面
のみに形成されるので、一方の面にのみ成膜可能なスピン法が特に好ましい。
【００４９】
　下地層の厚みは、第１の面１Ａとフォトクロミック膜２との接合状態を改善できる厚み
であればよく、特に限定されない。好ましい膜厚は、１μｍ～２０μｍであり、３μｍ～
１０μｍがより好ましい。膜厚が０．５μｍよりも薄くなるとフォトクロミック膜２と基
板１との密着性を確保しにくい。下地層の厚みが２５μｍを超えると、フォトクロミック
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膜２を含めた膜構成が軟質になってしまうので、２５μｍ未満とすることが好ましい。
【００５０】
（４）応力緩和層
　応力緩和層３の材料としては、後の加熱工程において収縮等によって生じる応力がフォ
トクロミック膜２側から発生する応力をある程度抑制し得るものであれば特に限定されず
、その膜厚は、用いる材料によって、基板１の変形を抑える機能が得られる程度に選定す
ることが好ましい。
【００５１】
　応力緩和層は、フォトクロミック膜２の応力を相殺または吸収する能力を有する皮膜で
あれば限定されない。例えば、ヤング率が高く容易に弾性変形をしない材質であれば、フ
ォトクロミック層の応力を吸収することが可能である。また、応力緩和層を形成する材料
とフォトクロミック層の応力変化がほぼ等しい場合には、表裏両面で等しい応力が加わる
ためレンズ基材の変形は抑制される。
【００５２】
　特に好ましい材料の一例としては、温度変化に対してフォトクロミック膜２の材料と同
様の特性、すなわちフォトクロミック膜２のマトリックスであるポリマー成分が同様の性
質であるものがあげられる。たとえば、フォトクロミック膜２のマトリックス成分がアク
リルである場合には、アクリル系の応力緩和層３を適用し、フォトクロミック膜２のマト
リックス成分がポリウレタン系であれば、ポリウレタン系の応力緩和層３を適用すればよ
い。両者を構成するポリマー成分がほぼ同じであれば、収縮率の変化が等しくなり、種々
の状況下（たとえば温度や湿度）における変形が相殺される。
【００５３】
　また、特に好ましい材料としては、フォトクロミック膜２の材料として用いるコーティ
ング液からフォトクロミック色素を除いた材料が挙げられる。この材料を用いる場合は、
厚さをフォトクロミック膜２と同程度の厚さとすることで、フォトクロミック膜２と同程
度の応力を生じさせることができるので、応力を適度に緩和するための厚さの範囲を容易
に予測でき、基板１の形状変化を効果的に抑制することができる。
【００５４】
　また、応力緩和層３のコーティング液の成膜方法は、フォトクロミック膜２の成膜方法
と同様に、基板１の第２の面１Ｂのみに塗布されるスプレー法又はスピンコート法が好ま
しく、膜厚を均一に形成するためにはスピンコート法が好ましい。コーティング液の硬化
条件もフォトクロミック膜２と同様に特に限定されず、熱、もしくは紫外線、α線、β線
、γ線等の照射、或いはその併用が可能であり、その光源も種々の光源を用いることが可
能であり、特に限定されない。
【００５５】
　上述したアクリル系やウレタン系の材料や、またフォトクロミック膜２の材料から色素
を除いた材料を用いる場合の応力緩和層３の好ましい厚さとしては、フォトクロミック膜
２の膜厚の４０％以上とすることが好ましい。一方、応力緩和層３の膜厚をフォトクロミ
ック膜２の膜厚の１００％を超えて厚くすると、応力緩和層３による緩和効果がフォトク
ロミック膜２の応力分を超えてしまい、応力緩和層３に起因する変形が生じる場合も想定
される。したがって、応力緩和層３の膜厚の上限としては、フォトクロミック膜２の膜厚
の１２０％以下とすることが好ましい。
【００５６】
　更に、この応力緩和層３と基板１との間には、フォトクロミック膜２と同様に、図１に
おいては図示しないが下地層を設けてもよい。下地層の材料及び膜厚はフォトクロミック
膜２に下地層を設ける場合の下地層と同様の材料、すなわちポリウレタン樹脂、ポリエス
テル樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ポリウレタンアクリレート樹脂、又は、これら
の樹脂成分のモノマー骨格に各種官能基が修飾されている樹脂等を用い得る。またその膜
厚も、応力緩和層３と基板１との接合状態を改善できる厚さであればよく、１μｍ～２０
μｍ、好ましくは３μｍ～１０μｍとし得る。
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【００５７】
（５）ハードコート層
　本実施の形態に係るプラスチックレンズにおいて、フォトクロミック膜２の上面に形成
されるハードコート層５の材料としては、特に限定されず、公知の有機ケイ素化合物及び
金属酸化物コロイド粒子よりなるコーティング液を使用することができる。コーティング
液を塗布した後、硬化処理によってハードコート層５を得ることができる。
　有機ケイ素化合物としては、例えば下記一般式（Ｉ）で表される有機ケイ素化合物又は
その加水分解物が挙げられる。
【００５８】
　（Ｒ１）ａ（Ｒ３）ｂＳｉ（ＯＲ２）４－（ａ＋ｂ）・・・（Ｉ）
（式中、Ｒ１は、グリシドキシ基、エポキシ基、ビニル基、メタアクリルオキシ基、アク
リルオキシ基、メルカプト基、アミノ基、フェニル基等を有する有機基、Ｒ２は炭素数１
～４のアルキル基、炭素数１～４のアシル基又は炭素数６～１０のアリール基、Ｒ９３は
炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１０のアリール基、ａ及びｂはそれぞれ０又は
１の整数を示す。）
【００５９】
　Ｒ２の炭素数１～４のアルキル基としては、例えば、直鎖又は分岐のメチル基、エチル
基、プロピル基、ブチル基等が挙げられる。
　Ｒ２の炭素数１～４のアシル基としては、例えば、アセチル基、プロピオニル基、オレ
イル基、ベンゾイル基等が挙げられる。
　Ｒ２の炭素数６～１０のアリール基としては、例えば、フェニル基、キシリル基、トリ
ル基等が挙げられる。
　Ｒ３の炭素数１～４のアルキル基としては、例えば、直鎖又は分岐のメチル基、エチル
基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基等が挙げられる。
　Ｒ３の炭素数１～１０のアリール基としては、例えば、フェニル基、キシリル基、トリ
ル基等が挙げられる。
【００６０】
　金属酸化物コロイド粒子としては、例えば、酸化タングステン（ＷＯ３）、酸化亜鉛（
ＺｎＯ）、酸化ケイ素（ＳｉＯ２）、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）、酸化チタニウム
（ＴｉＯ２）、酸化ジルコニウム（ＺｒＯ２）、酸化スズ（ＳｎＯ２）、酸化ベリリウム
（ＢｅＯ）、酸化アンチモン（Ｓｂ２Ｏ５）等が挙げられ、単独又は２種以上を併用する
ことができる。
【００６１】
　コーティング液をフォトクロミック膜２上へ塗布する方法としては、例えば、ディッピ
ング法、スピンコート法、スプレー法等が通常行われる方法として適用されるが、組成物
の粘性、面精度の面からディッピング法やスピンコート法が好ましい。特に、フォトクロ
ミック膜２上に硬質膜としてハードコート層５を形成し、その後他の面すなわち第２の面
１Ｂの光学面形成する場合は、片面への塗布が可能なスピンコート法が好ましい。また、
硬質膜を形成するよりも前に他の面の光学面形成を行う場合には、両面への塗布が可能な
ディッピング法を適用することが好ましい。コーティング液をフォトクロミック膜２上へ
塗布する前に、酸、アルカリ、各種有機溶媒による化学的処理、プラズマ、紫外線、オゾ
ン等による物理的処理、各種洗剤を用いる洗剤処理を行うことによってフォトクロミック
膜２とハードコート層５との密着性等を向上させることができる。
【００６２】
　なお、フォトクロミック膜２とハードコート層５との間に、耐衝撃性を向上させるプラ
イマー層４を形成しても良い。プライマー層４の材料は特に限定されるものではなく、ハ
ードコートの密着性を損なうことなく耐衝撃性を向上させるものであればよい。
【００６３】
（６）反射防止膜
　本発明においては、ハードコート層５の上に反射防止膜６を形成することも可能である
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。反射防止膜６の材質及び形成方法は特には限定されず、公知の無機酸化物により成る単
層、多層膜を使用することができる。
　この無機酸化物としては、例えば、二酸化ケイ素(ＳｉＯ２)、酸化ジルコニウム(Ｚｒ
Ｏ２)、酸化アルミニウム(Ａｌ２Ｏ３)、酸化ニオブ（Ｎｂ２Ｏ５）酸化イットリウム（
Ｙ２Ｏ３）等が挙げられる。
　また、有機ケイ素化合物と無機微粒子によって構成され、無機微粒子の種類により屈折
率が調整される単層又は多層の有機反射防止膜も使用することができる。
【００６４】
２．プラスチックレンズの製造方法
　次に、本発明の実施の形態に係るプラスチックレンズの製造方法について説明する。図
４は、本実施の形態に係るプラスチックレンズの製造方法の各工程を示すフローチャート
である。この例においては、基板１の面１Ａ及び第２の面１Ｂを予め例えば凸面、凹面よ
り成る光学面として形成した後、各面或いは両面に各層を形成するいわゆるフィニッシュ
ドレンズを用いてフォトクロミックレンズを製造する場合を示すが、本発明はこれに限定
されるものではない。図４に示すように、本実施の形態に係る製造方法では、先ず前述し
たように光学面を形成した基板１の第１の面１Ａにフォトクロミック膜２を形成する（ス
テップＳ１）。その後、第２の面１Ｂに応力緩和層３を形成する（ステップＳ２）。なお
、上述したように、フォトクロミック膜２や応力緩和層３を形成する前に、下地層を形成
する工程を追加してもよい。
【００６５】
　なお、フォトクロミック膜２のコーティング液を形成後に加熱等により硬化し、その後
、応力緩和層３のコーティング液を形成して加熱等により硬化して形成するが、この加熱
の際に、フォトクロミック膜２の重合がある程度進行して収縮が生じても、応力緩和層３
の重合も進むので、基板１の変形を抑えることができる。
【００６６】
　次に、応力緩和層３を形成した後、フォトクロミック膜２上に設ける他の層、例えばプ
ライマー層４、ハードコート層５、反射防止膜６を形成する（ステップＳ３）。このとき
プライマー層４と同時に応力緩和層３上のプライマー層７を、またハードコート層５と同
時に応力緩和層３上のハードコート層８を形成してもよい。この場合は、各層のコーティ
ング液をディップ法により両面に塗布した後、同時に熱硬化又は紫外線硬化等によって形
成すればよい。いずれの層の加熱工程や光照射工程においても、応力緩和層３を既に形成
しているため、加熱や光照射の際の熱の発生によるフォトクロミック膜２の収縮を抑え、
基板１の変形を抑制することができる。
【００６７】
　以上のステップＳ１～Ｓ３を経た後、図示しないが必要に応じて例えば撥水性や防汚性
等の他の機能を付与する材料層を形成する工程を経て、基板１上の各層の形成工程が終了
する。眼鏡用レンズとして製造する場合は、その後例えば眼鏡フレームの枠入れ用等の周
縁加工を行い、検査工程を経て本実施の形態に係るプラスチックレンズが完成する。
【００６８】
　なお、図４に示す例においてはフィニッシュドレンズに本実施の形態を適用した場合を
示すが、セミフィニッシュドレンズに適用する場合は、第１の面１Ａのみを加工形成後に
フォトクロミック膜２を形成し、その後応力緩和層３を形成する前に、第２の面１Ｂを光
学研磨等によって加工する工程を挿入すればよい。いずれの場合においても、応力緩和層
３の形成工程を、フォトクロミック膜２の形成後の、他の加熱（または熱発生）工程の前
に行うことで、上述したようにフォトクロミック膜２の熱収縮を抑えて基板１の変形を確
実に抑制することができる。
【００６９】
３．実施例及び比較例
　次に、本発明のプラスチックレンズの製造方法を適用して製造したフォトクロミックレ
ンズの評価を行った結果を説明する。
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（１）実施例及び比較例におけるレンズ構成
　この例においては、基板１として屈折率ｎｅが１．７のレンズ基板（EYRY、HOYA株式会
社製、商品名）と１．７４のレンズ基板（EYVIA、HOYA株式会社製、商品名）を用意し、
フォトクロミック膜２を形成した後に応力緩和層３を設けた実施例１～９（EYRY）及び実
施例１０～１９（EYVIA）と、応力緩和層３を設けずにフォトクロミック膜２を形成した
比較例１及び２（EYRY）、比較例３及び４（EYVIA）を用意した。なお、屈折率１．７の
基板には球面度数－２．００の光学面を予め形成し、レンズ径は８０ｍｍとした。また、
屈折率１．７４の基板には球面度数－１．２５の光学面を予め形成し、レンズ径は７５ｍ
ｍとした。フォトクロミック膜２、応力緩和層３の材料及び形成条件、その後の加熱処理
条件を以下説明する。
【００７０】
（i）フォトクロミックコーティング液の調製
　プラスチック製容器に、トリメチロールプロパントリメタクリレート２０質量部、ＢＰ
Ｅオリゴマー（２，２－ビス（４－メタクリロイルオキシポリエトキシフェニル）プロパ
ン）３５質量部、ＥＢ６Ａ（ポリエステルオリゴマーヘキサアクリレート）１０質量部、
平均分子量５３２のポリエチレングリコールジアクリレート１０質量部、グリシジルメタ
クリレート１０質量部からなるラジカル重合性単量体１００質量部に、フォトクロミック
色素３質量部、光安定化剤ＬＳ７６５（ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－
ピペリジル）セバケート、メチル（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル
）セバケート）を５質量部、ヒンダードフェノール系酸化防止剤Ｉｒｇａｎｏｘ２４５（
チバスペシャリティケミカルズ製）を５質量部、紫外線重合開始剤としてＣＧＩ－１８４
（チバスペシャリティケミカルズ製）０．６質量部を添加して、十分に撹拌混合を行った
。
【００７１】
　混合して得られた組成物に、γ－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン（
信越化学工業（株）製ＫＢＭ５０３）６重量部を、撹拌しながら滴下した。
【００７２】
　その後、さらに、アミン触媒を０．１質量部添加混合した後、自転公転方式撹拌脱泡装
置（（株）シンキー　ＡＲ－２５０）にて２分間脱泡することで、フォトクロミック性を
有するコーティング液を得た。
【００７３】
（ii）下地層の調整
　基板１とフォトクロミック膜２との間に形成する下地層として、ポリウレタン骨格にア
クリル基を導入したポリウレタン分散液を用意した。
【００７４】
（iii）応力緩和層コーティング液
　応力緩和層３の材料としては、アクリル系樹脂の被膜を形成するコーティング液を使用
した。具体的には、プラスチック製容器に、トリメチロールプロパントリメタクリレート
２０質量部、ＢＰＥオリゴマー（２，２－ビス（４－メタクリロイルオキシポリエトキシ
フェニル）プロパン）３５質量部、ＥＢ６Ａ（ポリエステルオリゴマーヘキサアクリレー
ト）１０質量部、平均分子量５３２のポリエチレングリコールジアクリレート１０質量部
、グリシジルメタクリレート１０質量部からなるラジカル重合性単量体１００質量部に、
紫外線重合開始剤としてＣＧＩ－１８４（チバスペシャリティケミカルズ製）０．６質量
部を添加して、十分に撹拌混合を行った。
　この混合液に、γ－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン（信越化学工業
（株）製ＫＢＭ５０３）６重量部を、撹拌しながら滴下した。
【００７５】
（iv）各層の形成工程
　基板１の第１の面１Ａ及び第２の面Ｂを、イソプロパノールを主材料とする揮発性溶剤
により清浄化した後、反射式レンズメータ（FOCOVISION SR-1）を用いて、各面の曲率半
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径Ｒ１及びＲ２を測定し、各基板１の屈折率１．５３とした場合の屈折力と仮定して換算
して得た。
【００７６】
　次に、同様に表面を洗浄した後、ＵＶＯ３（オゾン）処理を１分間行い、更に純水洗浄
後、上述の下地層用コーティング液をスピンコート法でコーティングした。その後、７０
℃９０分の加熱により下地層を硬化して形成した。
【００７７】
　次に、下地層上に前述のフォトクロミック膜２のコーティング液をスピンコート法でコ
ーティングした。その後、熱硬化処理を行って、フォトクロミック膜２を形成した。
【００７８】
　次に、基板１の第２の面１Ｂを、イソプロパノールを主材料とする揮発性溶剤により清
浄化した後、第１の面１Ａ側の下地層と同様の材料、塗布条件及び硬化条件にて下地層を
形成した。
【００７９】
　更に、上記の応力緩和層３用のコーティング液を第２の面１Ｂの下地層上に塗布した。
このとき、塗布時間は１２．５秒一定とし、回転数を５００～９００ｒｐｍに変化させて
塗布を行った。その後、加熱処理を行って応力緩和層３を形成した。
【００８０】
　応力緩和層３形成後の加熱工程として、プライマー層４及び７、及びハードコート層５
及び８の形成工程に対応する加熱処理を行った。プライマー層４及び７対応として７０℃
９０分の第１加熱処理、ハードコート層５及び８対応として１００℃６０分の第２加熱処
理を行った。
【００８１】
（ｖ）結果
　これら応力緩和層３を形成した実施例１～１９と、応力緩和層を形成しない比較例１～
４とにおける各基板１の曲率半径を同様に反射式レンズメータにより測定し、基板１の屈
折率を１．５３と仮定して曲率半径から屈折力を換算し、初期の屈折力に対する差分から
屈折力変化量を求めた。また、フォトクロミック膜２及び応力緩和層３の膜厚を下地層と
の屈折率差から計測する分光干渉膜厚測定法により測定し、フォトクロミック膜２の膜厚
に対する応力緩和層３の膜厚の比（％）を計算により求めた。この結果を表１及び表２に
示す。表１においては、屈折率１．７の材料より成る基板（EYRY）を用いた実施例１～９
、比較例１及び２の結果を示し、表２においては屈折率１．７４の材料より成る（EYVIA
）を用いた実施例１０～１９、比較例３及び４の結果を示す。なお、応力緩和層３用のコ
ーティング液塗布時の回転数の条件は下記の通りである。
【００８２】
　回転数５００ｒｐｍ：実施例１，２，１０，１１
　回転数６００ｒｐｍ：実施例３，４，１２，１３
　回転数７００ｒｐｍ：実施例５，６，１４，１５
　回転数８００ｒｐｍ：実施例７，１６，１７
　回転数９００ｒｐｍ：実施例８，９，１８，１９
【００８３】
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【表１】

【００８４】
【表２】

【００８５】
　また図５に、基板１上に各層を設ける前、すなわち加熱前の屈折力と、応力緩和層３を
形成後、２回の加熱処理後に測定した屈折力を示す。更に、図６においては、応力緩和層
３の膜厚に対する屈折力変化量を示す。なお、図６において応力緩和層３の膜厚が０の結
果は比較例１～４を示す。
【００８６】
　図５及び図６の結果から、ばらつきはあるものの、応力緩和層３の膜厚が大きいほど、
曲率半径の変化に対応する屈折力の変化量は低減される傾向があることがわかる。各例共
に、フォトクロミック膜２の厚さを４０μｍ程度としているのに対し、応力緩和層３の膜
厚は１７．２μｍから３１．２μｍの範囲で屈折力変化量（初期の屈折力との差）を、便
宜上基材屈折率を１．５３と仮定した場合において０．０２５Ｄ未満に抑える効果が得ら
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れている。また、図６の結果から、屈折力変化量は、応力緩和層３の膜厚の増加に対して
比例的にではなく、反比例的に低減していることがわかり、このことから、応力緩和層３
の膜厚を１５μｍ以上（すなわち、フォトクロミック膜の膜厚に対する応力緩和層の膜厚
の割合がおよそ４０％以上）とすれば屈折力変化量を０．０２５Ｄ未満に抑えられること
がわかる。
【００８７】
　なお、上記の実施例においてはフォトクロミック膜２を４０μｍとしているが、より薄
い膜厚、例えば３０μｍや２０μｍとする場合は、必ずしも応力緩和層３の膜厚を１５μ
ｍ以上とする必要はなく、フォトクロミック膜２の膜厚のおよそ４０％以上の膜厚とすれ
ば、十分に屈折力変化量を低減できることが容易に予測できる。
【符号の説明】
【００８８】
　１．基板、１Ａ．第１の面、１Ｂ．第２の面、２．フォトクロミック膜、３．応力緩和
層、４，７．プライマー層、５，８．ハードコート層、６．反射防止層

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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